
◎独立行政法人原子力安全基盤機構法 
（平成一四年一二月一八日法律第一七九号）   

一、提案理由（平成一四年一一月一三日・衆議院経済産業委員会） 

○平沼国務大臣 電気事業法及び核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法

律の一部を改正する法律案及び独立行政法人原子力安全基盤機構法案につきまして、そ

の提案理由及び要旨を御説明申し上げます。 

……………（略）…………… 

 続いて、独立行政法人原子力安全基盤機構法案につきまして、その提案理由及び要旨

を御説明申し上げます。 

 公益法人に対する行政の関与の在り方の改革実施計画において、国と公益法人との関

係の適正化を図りつつ、原子力安全規制のさらなる効率的かつ的確な実施を図るため、

原子力安全規制の実施を目的とする独立行政法人を設置し、国の原子力安全行政部門の

事務の一部及びこれに関連する公益法人への委託実施事務を当該独立行政法人に移管し

て実施する旨が決定されたところであります。 

 また、今般の原子力発電所の自主点検作業に係る不正な記載等が原子力の安全確保に

対する国民の信頼を大きく損なうものであったことから、その実施体制を整備し、原子

力の安全確保に万全を期し、国民の信頼を回復することが必要であります。 

 本法律案は、これらを踏まえ、原子力安全規制の実施を目的とする独立行政法人を設

立するため、必要な規定を整備するものであります。 

 次に、本法律案の要旨を御説明申し上げます。 

 第一に、独立行政法人原子力安全基盤機構は、エネルギーとしての利用に関する原子

力の安全の確保のための基盤の整備を図ることを目的といたします。 

 第二に、本機構は原子力施設等に関する検査等を行うとともに、原子力施設等に関す

る安全性の解析及び評価等の業務を行うことといたします。 

 以上が、これらの法律案の提案理由及びその要旨であります。 

 何とぞ、慎重御審議の上、御賛同くださいますようお願い申し上げます。 

二、衆議院経済産業委員長報告（平成一四年一一月二八日）   

○村田吉隆君 ただいま議題となりました両法律案につきまして、経済産業委員会にお

ける審査の経過及び結果を御報告申し上げます。 

……………（略）…………… 

 次に、独立行政法人原子力安全基盤機構法案につきましては、エネルギーとしての利

用に関する原子力の安全の確保のための基盤の整備を図るため、独立行政法人原子力安

全基盤機構を設立するものであります。 

 両案は、去る十一月十二日本会議において趣旨説明及び質疑が行われた後、本委員会

に付託され、同月十三日平沼経済産業大臣からそれぞれ提案理由の説明を聴取いたしま

した。同月二十日より質疑を行い、同日には参考人から意見を聴取するなど慎重な審査



を行い、昨二十七日質疑を終局いたしました。 

……………（略）…………… 

 次いで、独立行政法人原子力安全基盤機構法案について採決の結果、本案は賛成多数

をもって原案のとおり可決すべきものと議決いたしました。 

 なお、両案に対しそれぞれ附帯決議が付されました。 

 以上、御報告申し上げます。 

○附帯決議（平成一四年一一月二七日） 

 政府は、本法施行に当たり、特に次の諸点について適切な措置を講ずべきである。 

一 独立行政法人原子力安全基盤機構（以下「機構」という。）の業務については、経

営の一層の合理化、効率化と経費の削減に努めること。 

二 機構の役員及び職員については、原子力安全分野に造詣の深い適切な人材を起用す

るよう十分配慮するとともに、原子力施設の検査等の事務に従事する職員については、

原子力安全規制の被規制者からの独立性・中立性の確保を図る観点から、原子力事業

者等からの出向者を充てないようにすること。 

三 機構の役員の報酬及び退職手当については、独立行政法人通則法の趣旨を踏まえ、

機構及び役員の業務の実績を的確かつ厳格に反映させること。また、経済産業大臣は、

機構の役員の報酬及び退職手当の水準を、国家公務員及び他の独立行政法人の役員と

比較できる形でわかりやすく公表し、国民の理解を得るよう努めること。 

四 機構が所期の成果を挙げるためには、的確で厳正な業績評価が重要である。このた

め、明確かつ具体的な中期目標や評価基準を設定することとし、また、公正で客観性

のある厳格な評価を確保するよう、評価者の人事及び評価の方法には細心の配慮を払

うこと。 

三、参議院経済産業委員長報告（平成一四年一二月一一日）   

○田浦直君 ただいま議題となりました両法律案につきまして、経済産業委員会におけ

る審査の経過と結果を御報告申し上げます。 

……………（略）…………… 

 次に、独立行政法人原子力安全基盤機構法案は、原子力安全規制の効率的かつ的確な

実施を図るため、独立行政法人原子力安全基盤機構を設立し、その名称、目的、業務の

範囲等に関する事項を定めようとするものであります。 

 委員会におきましては、両法律案を一括して議題とし、参考人から意見を聴取すると

ともに、不正問題が生じた理由及び再発防止策、維持基準の導入に当たっての課題、今

後の安全規制体制の在り方等について質疑が行われましたが、その詳細は会議録によっ

て御承知願います。 

 質疑を終わり、討論に入りましたところ、日本共産党を代表して西山委員より両法律

案に反対する旨の意見が述べられました。 

 次いで、順次採決の結果、両法律案はいずれも多数をもって原案どおり可決すべきも



のと決定いたしました。 

 なお、両法律案に対しそれぞれ附帯決議を行いました。 

 以上、御報告申し上げます。 

○附帯決議（平成一四年一二月一○日） 

 政府は、本法施行に当たり、次の諸点について適切な措置を講ずべきである。 

一 独立行政法人原子力安全基盤機構（以下「機構」という。）の業務については、経

営の一層の合理化、効率化と経費の削減に努めること。 

二 機構の役員及び職員については、原子力安全分野に造詣の深い適切な人材を起用す

るよう十分配慮するとともに、原子力施設の検査等の事務に従事する職員については、

原子力安全規制の被規制者からの独立性・中立性の確保を図る観点から、原子力事業

者等からの出向者を充てないようにすること。 

三 機構の役員の報酬及び退職手当については、独立行政法人通則法の趣旨を踏まえ、

機構及び役員の業務の実績を的確かつ厳格に反映させること。また、経済産業大臣は、

機構の役員の報酬及び退職手当の水準を、国家公務員及び他の独立行政法人の役員と

比較できる形でわかりやすく公表し、国民の理解を得るよう努めること。 

四 機構が所期の成果を挙げるためには、的確で厳正な業績評価が重要である。このた

め、明確かつ具体的な中期目標や評価基準を設定することとし、また、公正で客観性

のある厳格な評価を確保するよう、評価者の人事及び評価の方法には細心の配慮を払

うこと。 

 右決議する。 


